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研究成果の概要（和文）：ダーティーボムやサイレントソースアタックのような放射線テロ対策として、2つの
手法を提案する。1つ目は、パブリックスペースにすでに設置されてあるネットワーク型防犯カメラを用いた放
射線警報システムである。カメラに入射したエネルギーの高い速中性子がCCDやCMOS等の各画素に恒久的な放射
線損傷を生成されることを利用して、放射線検知を行うものである。遮蔽された核物質や臨界を用いた放射線拡
散装置の中性子探知に有効である。また、放射線緊急時の初動現場における低エネルギー分解能検出器を用いた
測定について、既存のピーク判定に加えて、事前情報やスペクトルの全体形状も考慮した信頼度を表示する核種
判定法を検討した。

研究成果の概要（英文）：We propose two methods as means to counter radiological terrorist acts such 
as dirty-bomb or silent-source attacks. The first proposal concerns a nuclear detection system using
 the security cameras already installed in public spaces. Our method is based on counting the number
 of hot pixels, impacts on the device’s image sensor (CCD or CMOS) that produced constantly bright 
pixels.The proposed nuclear detection system using security cameras has been demonstrated to be 
effective in detecting radiation emanating from devices containing lead-shielded nuclear material 
and assessing criticality. The second proposal is to study a novel nuclear-identification method 
using prior probability (information), spectral shape, and peak energy. The method is usuful for 
in-situ measurements using gamma-ray detectors with low-energy resolution.     

研究分野：放射線計測
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１．研究開始当初の背景 
近年、核物質の不法移転が発見された対処と
して、核物質及びその他の放射性物質につい
て物理的・化学的特性、出所、履歴を分析し
核物質の出所を割り出す核鑑識（Nuclear 
Forensics）技術が世界中で研究されている。
日本では日本原子力研究開発機構等によっ
て主に質量分析を用いたμg オーダーの核物
質分析が整備されており、採取された核物質
が日本の原子炉（原子力関連施設）起源であ
るかあるいは海外から持ち込まれたものか
核鑑識データベースから照合できるシステ
ムも開発されつつある。一方、核鑑識の初動
対応では、放射性物質に汚染された既存の鑑
識資料（指紋、DNA、髪、微物、電子機器等）
を採取すること（Sampling）、そして現場測
定による核物質及びその他の放射性物質の
分類(Categorization)が求められている。核
種同定では工業製品（イリジウム等）、医療
製品（セシウム、コバルト等）、自然起源（ラ
ジウム、カリウム等、NORM と呼ばれる）、核
物質（ウラン、プルトニウム等）と大きく四
つに分類する必要がある。また、核物質につ
いてはウランの濃縮度も出所を探る上で重
要な情報となる。このような分類や濃縮度の
測定は、ゲルマニウム検出器のようなエネル
ギー分解能の高い検出器、鉛による低バック
グラウンドの測定環境、十分な測定時間が必
要となる。しかし、現場での測定、特に屋外
での測定ではこれら3つの条件がそろうこと
は少なく、誤った核種が同定されることも多
い。そのため、核種の半減期や娘核種の有無、
その場で予想される核種を考慮しながら専
門家による判断が必要とされており、現場測
定の核種誤判定率を下げるための計測手法
の高度化が求められている。また、原子力災
害や放射性物質（R 物質）及び核物質（N 物
質）を用いたテロ等の放射線緊急時において、
特に都市部における広範囲の放射線監視シ
ステムも今後必要とされる。 
 
２．研究の目的 
原子力災害や R物質及び N物質を用いたテロ
等の放射線緊急時の初動対応で必要とされ
る放射線計測について機械学習の統計手法
を用いた高度化を目的とする。現場でのガン
マ線スペクトル測定から核種を同定する精
度やウラン濃縮度の推定精度の向上を目指
す。また、現場隊員の線量リスク評価につい
て、線量計のデータから現場状況（想定され
る核種や中性子スペクトル）に応じた被ばく
線量の確率密度関数を推定する方法を開発
する。さらに、監視カメラ映像の放射線通過
痕跡から撮影現場の線量率を求めることで、
放射線検出器を用いない簡易な放射線計測
ネットワークのための原理実証を行う。本研
究では、放射線緊急時のシナリオと想定され
る核種（RN 物質の種類）、検出器の特性など
を総合的に判断する手段を提供する。これら
の情報を集約することで、エビデンスに基づ

く放射線緊急時の初動活動支援に役立つこ
とが期待される。 
 
３．研究の方法 
防犯カメラに使用されている撮像素子（CCD、
CMOS）に放射線が通過すると、RGB（Red、 
Green、Blue）からなる各ピクセル（画素）
において、放射線誘起ノイズによる輝度値の
飽和が生じる。これらは、高線量率の放射線
場におけるカメラ映像中において画面のち
らつきとして確認される。このようなカメラ
映像中の放射線誘起ノイズを利用したガン
マ線検知に関しては、CellRad Project や
GAMMAPIX においてすでに実証されている。し
かし、いずれもガンマ線を放出する R物質の
検知を想定しており、放射線テロで使用され
る可能性のある遮蔽されたN物質まで含めた
ものではない。そこで、本研究では、日本で
想定されるテロ形態を鑑みて、ガンマ線によ
る検知が主となる R物質だけではなく、中性
子を放出する N物質（特にプルトニウム）も
検知することを目標とし、放射線通過による
画像中のノイズ特徴を用いた中性子検出の
原理実証を行った。放射線に起因するカメラ
映像のノイズ特性を検討するために、以前科
学警察研究所と日本原子力研究開発機構が
共同で行った線量計の評価実験に使用した
CCD カメラ映像を用いた。これは日本原子力
研究開発機構の過渡臨界実験装置TRACYにお
いて、複数の線量計（日立アロカ ADM-353 等）
を 25 万画素カラーカメラによって撮影した
映像である。カメラと線量計に対して同時に
放射線（主に中性子，ガンマ線は約 1/10 の
強度）を照射しているため、放射線量とそれ
に起因する映像中のノイズの関連性を評価
できる。図 1（左）にカメラで撮影された線
量計の画像を示す。まず、パルス状に短時間
で1000mSv以上を高線量照射したカメラ映像
についてノイズの増加を確認した。未照射の
状態の画像（バックグラウンド画像、1000 フ
レームの平均）を用いて各画素の輝度値の差
分をとる。図 2（右）に 1000mSv 以上を高線
量照射したカメラの差分画像を示す。全体的
にノイズ成分の増加が認められるが、特に、
輝度値の低い領域（暗領域）においてノイズ
の増加が顕著である。本手法の線量直線性を
評価するために、積算線量で 0.1mSv から
100mSv までの低線量照射の映像について解
析した。 

 
図１(左)中性子ガンマ線混合場における放
射線照射時の線量計の画像。（右）1000mSv 以
上照射した画像とバックグラウンド画像の
輝度値の差分画像。 



 
４．研究成果 
（１）放射線通過によるカメラ画像中のノイ
ズ量から放射線量を推定する手法を応用し、
ネットワーク型防犯カメラによる放射線警
報システムを提案した。本手法は、防犯カメ
ラに入射したエネルギーの高い速中性子が
CCDやCMOS等の各画素に恒久的な放射線損傷
を生成されることを利用して、放射線検知を
行うものである。放射線起因のホットピクセ
ル（輝度値が恒常的に高い画素）の個数と照
射線量（中性子）に線形性について評価した
ところ、6mSv から少なくとも 100mSv まで放
射線量に対するホットピクセル個数の線形
性が保たれていた。ホットピクセルが形成さ
れる要因を探るため、放射線挙動シミュレー
ション PHITS ver.2.86 を用いて放射線照射
により CCD や CMOS の画素（シリコン）に付
加されるエネルギーを比較した。シミュレー
ションの結果、N 物質から放出される自発核
分裂の速中性子（2MeV～10MeV）は、ガンマ
線（1MeV）に比べて平均エネルギー付与が 100
倍大きいことから、恒常的な損傷であるホッ
トピクセルは速中性子に起因するものと考
えられる。ガンマ線によって誘起されるノイ
ズは恒常的な損傷には至らず映像中のちら
つきとして確認できるため、ノイズ特徴毎に
解析手法を変更することで RN 物質の検知が
可能となる。本手法は、特に遮蔽された N物
質や臨界を用いた放射線拡散装置の中性子
探知に有効である。本成果をまとめた論文は、
日本核物質管理学会において優秀論文賞を
受賞した。また、European Physical Journal 
Plus 誌に投稿し受理された。 
（２）原子力災害や放射線取り扱い施設の火
災、そして核物質やその他の放射性同位元素
を用いたテロ等の放射線緊急時における核
種同定の手法について検討した。放射線緊急
時の初動現場における低エネルギー分解能
検出器を用いた測定について、既存のエネル
ギーピーク判定のみによる核種同定に、放射
線緊急時の事前情報やスペクトルの全体的
な形状も考慮した信頼度を表示する核種判
定法を検討した。市販されている核種同定可
能なガンマ線スペクトロメータ６種類を用
いて天然ウランや各種 RI で間違いやすい核
種とその原因を探った。また、放射線緊急時
の事前情報から、想定される核種をあらかじ
め確率分布化しておき、光電ピークによる核
種判定を受けて、最終的な核種確率分布を導
出する。本手法は放射線緊急時のリスク評価
に有効な手段と考えられる。 
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